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１．研究開発力強化法提案の背景①

諸外国において、イノベーションの創出による国際競争力の強化のため、科学技術の発展に必
要な研究開発システムの改善のための法整備が行われるとともに、研究開発投資の拡大が活発
化。

研究開発力強化に係る諸外国の主な動き研究開発力強化に係る諸外国の主な動き

第７次フレームワークプログラム（ＦＰ７）第７次フレームワークプログラム（ＦＰ７） （（20072007－－20132013年）年）

ＦＰ６と比較して、研究資金を４１％増額 （50億ユーロ／年 ⇒ 72.1億ユーロ／年）

※ＦＰ：欧州連合域内に研究資金を提供するための仕組み。研究支援を通じ、欧州の雇用、競争力並びに

生活水準の向上に資することを目的。

ＥＵ

「イノベーション・大学・技能省」の設立（「イノベーション・大学・技能省」の設立（20072007年）年）

教育技能省、貿易産業省を再編。世界最高水準の研究基盤の構築。

高等教育から科学技術振興、イノベーション創出までを一貫して担当。

英国

「国家中長期科学技術発展計画」（「国家中長期科学技術発展計画」（20062006年）年） ※2020年までの長期ビジョン

自主革新（創新（イノベーション）型国家）、「科学技術強国」を目標

数値目標：R&D費の対GDP比を2.5％に（現在の約２倍）

「中国科学技術進歩法」の改正（「中国科学技術進歩法」の改正（20072007年）年）

大型設備の導入や、海外にいる優れた研究者の帰国優遇措置など

中国

「競争力強化法」（「競争力強化法」（20072007年）年）

米国の競争力優位を確実なものとするため、国立科学財団（NSF）、国立標準技術研究所
（NIST）、エネルギー省科学局などの科学技術予算の大幅な増による研究開発の推進や理
数教育の強化、ハイリスク研究の促進などを図る包括的なイノベーション推進法。

米国
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科 学 技 術 基 本 計 画

国際的な競争が激しくなる中で、資源に乏しく少子高齢化が進展する日本
が、国際競争力を維持し、活力ある社会・経済を実現するためには、研究
開発力の強化が必要。
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日本の科学技術関係予算の推移日本の科学技術関係予算の推移

（2000年の予算額を1として規格化）

海外各国が科学技術予算の増加を図る中で日本の科学技術予算の伸びは鈍化
日本も更なる「予算増」が必要ではあるが、厳しい財政事情を考慮すると大幅な増は難しい状況

⇒ 研究開発のために投じた国費を最大限活用し、より多くの優れた成果を創出し、国際競争力を強化するための環境整備が必要

１．研究開発力強化法提案の背景②

主要国の科学技術関係予算の比較主要国の科学技術関係予算の比較
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２．研究開発力強化法の概要①
成立経緯
・平成20年5月29日の参議院内閣委員会に、自由民主党・公明党・民主党の３党の議員

から共同提案
・ 6月5日の衆議院本会議で可決成立

目的（第１条）

国際的な競争条件の変化、急速な少子高齢化の進展等の経済社会情勢の変化に対応し
て、研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的な推進を図ることが喫緊の課題であるこ
とにかんがみ、研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開
発等の効率的推進に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体並びに研究開発法人、
大学等及び事業者の責務等を明らかにするとともに、研究開発システムの改革の推進等に
よる研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進のために必要な事項等を定めるこ
とにより、我が国の国際競争力の強化及び国民生活の向上に寄与することを目的とする。

基本理念（第３条第１項）

研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的
推進は、研究開発等の推進のための基盤の強化を図りつつ、科学技術の振興に必要な資
源を確保するとともに、それが柔軟かつ弾力的に活用され、研究開発等を行う機関及び研究
者等が、これまでの研究開発の成果の集積を最大限に活用しながら、その研究開発能力を
最大限に発揮して研究開発等を行うことができるようにすることにより、我が国における科学
技術の水準の向上及びイノベーションの創出を図ることを旨として、行わなければならない。
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２．研究開発力強化法の概要②
法の対象
国、地方公共団体、研究開発法人、大学、研究開発を行う事業者 等

※ 研究開発法人の定義（第２条第８項）

「研究開発法人」とは、独立行政法人であって、研究開発等、研究開発であって公募に
よるものに係る業務又は科学技術に関する啓発及び知識の普及に係る業務を行うもの
のうち重要なものとして別表に掲げる。

４

研究開発法人（32法人）

（独）沖縄科学技術研究基盤整備
機構

（独）情報通信研究機構
（独）酒類総合研究所
（独）国立科学博物館
（独）物質・材料研究機構
（独）防災科学技術研究所
（独）放射線医学総合研究所
（独）科学技術振興機構
（独）日本学術振興会
（独）理化学研究所
（独）宇宙航空研究開発機構
（独）海洋研究開発機構
（独）日本原子力研究開発機構

（独）国立健康・栄養研究所
（独）労働安全衛生総合研究所
（独）医薬基盤研究所
（独）農業・食品産業技術総合研究

機構
（独）農業生物資源研究所
（独）農業環境技術研究所
（独）国際農林水産業研究センター
（独）森林総合研究所
（独）水産総合研究センター
（独）産業技術総合研究所
（独）石油天然ガス・金属鉱物資源

機構
（独）新エネルギー・産業技術総合

開発機構

（独）土木研究所
（独）建築研究所
（独）交通安全環境研究所
（独）海上技術安全研究所
（独）港湾空港技術研究所
（独）電子航法研究所
（独）国立環境研究所



２．研究開発力強化法の概要③

５

法の全体構成 （法は７章４８条及び附則により構成）

第１章 総則 （第１条－第８条）
第２章 研究開発等のための基盤の強化

第１節 科学技術に関する教育の水準の向上等 （第９条－第１１条）
第２節 若年研究者等の能力の活用等 （第１２条－第１４条）
第３節 人事交流の促進等 （第１５条－第１８条）
第４節 国際交流の促進等 （第１９条－第２３条）
第５節 研究開発法人における人材活用等に関する方針等 （第２４条）

第３章 競争の促進等 （第２５条ー第２７条）
第４章 国の資金により行われる研究開発等の効率的推進等

第１節 科学技術の振興に必要な資源の柔軟かつ弾力的な配分等
（第２８条－第３０条）

第２節 研究開発法人及び大学等の研究開発能力の強化等 （第３１条－第３３条）
第３節 研究開発等の適切な評価 （第３４条）

第５章 研究開発の成果の実用化の促進等
第１節 研究開発施設等の共用の促進等 （第３５条－第３７条）
第２節 研究開発の成果の実用化等を不当に阻害する要因の解消等

（第３８条－第４６条）
第６章 研究開発システム改革に関する内外の動向等の調査研究等 （第４７条）
第７章 研究開発法人に対する主務大臣の要求 （第４８条）
附則



３．研究開発力法人の業務に関連する主な内容①

６

第１章 総則

第６条（研究開発法人の責務等）
研究開発法人は、基本理念にのっとり、その研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進

に努める。

第２章 研究開発等の推進のための基盤の強化

第１２条（若年研究者等の能力の活用等）
研究開発法人は、研究開発等の推進における若年研究者等（若年者、女性及び外国人である研

究者等）の能力の活用を図るよう努める。

第１３条（卓越した研究者等の確保）
研究開発法人は、海外の地域における卓越した研究者等の処遇等を勘案し、必要に応じて、卓越

した研究者等の給与について他の職員の給与水準に比較して必要な優遇措置を講ずること等によ
り、卓越した研究者等の確保に努める。

第１５条（人事交流の促進）
研究開発法人は、研究者等が事業者と共にその研究開発の成果の実用化を行うための休暇制

度を導入すること、その研究者等が研究開発法人と国立大学法人等との間で転職をして いる場合
における退職金の算定の基礎となる在職期間についてそれぞれの法人における在職期間を通算
すること、その研究者等に退職金の金額に相当する金額を 分割してあらかじめ毎年又は毎月給付
することその他の研究開発等に係る人事交流の促進のための措置を検討し、その結果に基づき、
必要な措置を講ずること等 により、その研究開発等に係る人事交流の促進に努める 。

≪条文の一部抜粋又は要約≫



３．研究開発力法人の業務に関連する主な内容②

７

第２４条（研究開発法人における人材活用等に関する方針等）
・ 研究開発法人は、内閣総理大臣の定める基準に即して、人材の活用等に係るものに関する方針
（人材活用等に関する方針）を作成しなければならない。

・ 人材活用等に関する方針は、

① 研究開発等の推進における若年研究者等の能力の活用に関する事項
② 卓越した研究者等の確保に関する事項
③ 研究開発等に係る人事交流の促進に関する事項
④ その他人材の活用等に係るものに関する重要事項
について定める。

・ 研究開発法人は、同方針に基づき、その人材の活用等に係る研究開発等の
推進のための基盤の強化を図る。

第３章 競争の促進等

第２７条（独立行政法人への業務の移管等）
・ 国は、公募型研究開発の効率的推進を図るため、その公募型研究開発に係る業務の全部又は一
部を独立行政法人に移管することが公募型研究開発の効率的推進に資すると認めるときは、可能な
限り、これを独立行政法人に移管する。

・ 公募型研究開発に係る業務を行う独立行政法人は、その完了までに数年度を要する公募型研究
開発を委託して行わせる場合において、可能な限り、数年度にわたり研究開発を行わせる契約を受
託者と締結すること等により公募型研究開発に係る資金の効率的な使用が図られるよう努める。

≪条文の一部抜粋又は要約≫



３．研究開発力法人の業務に関連する主な内容③

８

第４章 国の資金により行われる研究開発等の効率的推進等

第２９条（会計の制度の適切な活用等）
研究開発法人は、国の資金により行われる研究開発等の効率的推進を図るため、国の資金によ

り行われる研究開発等において、研究開発等に係る経費を翌年度に繰り越して使用することその
他の会計の制度の適切な活用を図るとともに、その経理事務の合理化を図るよう努める 。

第３１条（事業者等からの資金の受入れの促進等）
・ 国は、研究開発法人及び大学等の事業者との連携を通じた研究開発能力の強化並びにこれら
の経営努力の促進等を図るため、事業者等からの資金により行われる研究開発等が国の資金に
より行われる研究開発等とあいまってこれらの研究開発能力の強化に資するものとなるよう配慮し
つつ、これらによる事業者等からの資金の受入れ及び事業者等からの資金により行われる研究開
発等の促進に必要な施策を講ずる。

・ 研究開発法人は、事業者等からの資金により行われる研究開発等の推進に努める。

第３３条（簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律の運用上の配慮）

研究開発法人の研究者に係る簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する
法律第５３第１項の規定の運用に当たっては、同法の基本理念にのっとり研究開発法人の運営の
効率化を図りつつ、研究開発能力の強化及び国の資金により行われる研究開発等の効率的推進
が図られるよう配慮しなければならない。

≪条文の一部抜粋又は要約≫



３．研究開発力法人の業務に関連する主な内容④

９

第５章 研究開発の成果の実用化の促進等

第３５条（研究開発施設等の共用及び知的基盤の共用の促進）

研究開発法人は、その保有する研究開発施設等及び知的基盤のうち研究者等の利用に供するも
のについて、可能な限り、広く研究者等の利用に供するよう努める。

第３９条（国の資金により行われる研究開発に係る収入及び設備その他の物品の有効な活用）

国は、研究開発の成果の実用化等のため、国の資金により行われる研究開発に係る収入及び設
備その他の物品の取扱いについて、これらが、当該研究開発の成果の実用化及び更なる研究開発
の推進に有効に活用されるよう配慮する。

第７章 研究開発法人に対する主務大臣の要求

第４８条（研究開発法人に対する主務大臣の要求）

主務大臣は、個別法に基づき、必要な措置をとることを求めることができるときのほか、研究開発
等に関する条約その他の国際約束を我が国が誠実に履行するため必要があると認めるとき又は災
害その他非常の事態が発生し、若しくは発生するおそれがある場合において、国民の生命、身体若
しくは財産を保護するため緊急の必要があると認めるときは、研究開発法人に対し、必要な措置を
とることを求めることができる。

≪条文の一部抜粋又は要約≫



３．研究開発力法人の業務に関連する主な内容⑤

１０

附則

第６条（検討）
政府は、この法律の施行後３年以内に、更なる研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推

進の観点からの研究開発システムの在り方に関する総合科学技術会議における検討の結果を踏
まえ、この法律の施行の状況、研究開発システムの改革に関する内外の動向の変化等を勘案し、
この法律の規定について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措置
を講ずる。

≪条文の一部抜粋又は要約≫



国会での決議について

○我が国の研究開発力強化に関する決議（平成20年5月29日参議院内閣委員会）

政府は、研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進に関
する法律の施行に当たり、次の事項について十分配慮すべきである。

１．我が国の研究開発力の強化に当たっては、独創的・基礎的な研究活動及び教育活動を実施する
大学の基盤の強化を図るため、国立大学法人運営費交付金や私学助成を確実に措置すること。

２．国際的な頭脳獲得競争の中で、我が国の研究開発力の強化を図るためには、その基礎となる優
れた研究人材の養成・確保を図ることが不可欠であり、研究人材に係る適切な人件費の確保、
女性研究者や外国人研究者のための研究環境整備に努めること。

３．我が国の研究開発を効率的に推進する観点から、国の資金による研究開発にかかる収入や購入
研究機器等については、その積極的な活用が図られるよう制度面・運用面での改善を図ること
が重要である。
その際、我が国の研究開発における民間企業の果たす役割の重要性に鑑み、これら機器が広く
民間企業にも共用されるよう十分配慮すること。

４．研究開発法人における外部資金の積極的な受け入れを促進する観点から、研究開発法人におけ
る自己収入増大に向けた経営努力については、毎年度の運営費交付金の算定に際して、経営努
力を積極的に評価し、更に促すよう適切な対応を図ること。

５．我が国の研究開発力強化のためには、技術士等の人材の有する技能及び知識の有効な活用及び
継承が非常に有効であることを踏まえ、その積極的な活用・推進に努めること。

６．研究開発システムの在り方に関する総合科学技術会議の検討においては、研究開発の特殊性、
優れた人材の確保、国際競争力の確保などの観点から最も適切な研究開発法人の在り方につい
ても検討すること。

７．国際競争力の確保の観点から、特許その他の知的財産に係る審査等の手続きについて、迅速か
つ的確に行うための審査体制のさらなる充実・強化その他必要な施策を講じること。

右決議する。

○研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進に関
する法律案に対する付帯決議（平成20年6月4日衆議院文部科学委員会）：上記決議と同内容

（参考）
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